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１ 総則 

  本仕様書は、東日本高速道路株式会社東北支社（以下「発注者」という。）が発注

する「東北支社 燃料電池自動車メンテナンスリース契約」に適用し、契約書の内容

について統一的な解釈及び運用を図るとともに、業務の履行上必要な事項を定め、も

って契約の適正な履行の確保を図ることを目的とする。 

  本業務の受注者（以下「受注者」という。）は、本仕様書のほか、契約書第１条第

１項に定める仕様書等の定めに従い、善良なる管理者の注意義務をもって誠実に業務

を履行しなければならない。 

  なお、契約書は発注者が指定する契約書を使用するものとする。 

 

２ 燃料電池自動車の定義 

  ＦＣＶまたはＦＣＥＶをいう。 

 

３ 契約関係者の定義 

（１）発注者の指定する者 

   契約書第１条第３項に定める「発注者の指定する者」（以下「指定者」という。）

は、別紙第１の「所属先及びリース車両情報一覧表」に掲げるとおりとする。 

   なお、別紙第１の記載内容に増減等の変更が生じた場合、当該変更等が生じた指

定者を指定した発注者は、受注者へ速やかに通知するものとする。 

（２）リース車両 

契約書別紙に掲げる車両であって、契約書及び本仕様書の定めにより発注者が受

注者から賃借するものをいう。ただし、原則として、別紙第１に定める納車希望日

の属する年度に製造され、かつ、初度登録する車両に限る。 

 

４ 調達の目的 

  発注者は、受注者から車両を賃借し、受注者は、発注者が賃借した車両が常に正常

な状態で走行できるよう必要な点検、整備、修理等（以下「保守等」という。）を実

施することとする。 

 

５ リース車両の調達 

５－１ 調達方法 

  受注者は、自らの責任と負担においてリース車両を調達するものとし、リース車両

の調達費用の高騰その他の理由により契約書に定めるリース料の増額を請求するこ

とはできないものとする。 

 

５－２ リース車両を使用する本拠地 

  リース車両を使用する本拠地（以下「所属先」という。）は、別紙第１のとおりと

する。ただし、発注者又は受注者の都合により、本仕様書１１に定める手続きにより



所属先を変更することがあるが、これを理由としたリース料の増減額はしない。 

 

５－３ リース車両の仕様及び数量 

  リース車両は、別紙第２に掲げる性能を有する車両とし、その数量は別紙第２に定

めるとおりとする。 

  なお、別紙第２に掲げる車両にモデルチェンジ又は車名の変更（以下「モデルチェ

ンジ等」という。）が生じた場合、本仕様書と同等以上の性能を有していれば、納入

車両のモデルチェンジ等の前後は問わないこととするが、受注者は、仕様書５－４

（１）に定める様式を提出時に、その旨が分かるよう明記すること。 

  また、ボディカラーにメーカーによる廃盤が生じた場合は、費用の生じないメーカ

ーオプション以外のボディカラーを適用することとし、契約締結後、別途指定するこ

と。 

 

５－４ リース車両の詳細 

（１）リース車両の承諾 

   受注者は、リース車両を決定するに先立ち、別紙第１に記載の車種からリース車

両を確認のうえ、様式第１号（新車リース車両承諾願）を発注者へ提出し、発注者

の承諾を得なければならない。 

   ただし、別紙第１に記載の車種が販売・生産終了により納車が不可能となった場

合は、当該車両と同等以上の性能（ただし、燃料電池自動車に、ボディカラーは同

等に限る。）を有する車両を選定すること。 

   なお、リース車両を決定する時期については、監督員と協議するものとする。 

（２）リース期間 

   初度登録日から４８ヶ月とする。 

（３）初度登録 

   初度登録の際は、登録月と納車月を同月としなければならない。 

（４）リース車両の引渡し 

   受注者は、（１）の承諾後速やかにリース車両を調達し、原則として、別紙第１

の納車希望日までに納車するとともに、様式第２号を指定者に提出し、所属先にお

いて指定者の納入検査を受けなければならない。 

   ただし、（５）を除くやむを得ない事由により別紙第１の納車希望日までに納車

できない場合は、納車できるまでの間、８－９に定める代車を指定者に無償で提供

しなければならない。 

   また、受注者は、納車時に指定者に対し、リース車両の使用方法に関する説明を

実施すること。 

   なお、納車にあたっては、指定者と協議のうえ対応すること。 

（５）リース車両の納車日の延長 

   世界的な半導体不足の影響等、受注者の責めに帰することができない事由により、



納車日までにリース車両を納車することができない場合、受注者は発注者に対し、

その理由を明示した書面を納車日の２ヶ月前までに通知のうえ、納車日の延期に伴

う契約の変更について、発注者と協議することができるものとする。 

 

５－５ 補助金の活用 

  受注者は、国及び自治体並びにこれらが委託する執行団体が申請を受け付け、受注

者側に支給される補助金制度があれば、これを活用して、リース車両を調達すること

ができる。補助金の申請に必要な費用は、発注者でしか用意できない書面を除き、す

べて受注者の負担で行うものとする。受注者は、申請にあたって発注者の記名押印が

必要な書面を要する場合は、予め監督員に申し出ること。なお、契約の締結後に、一

部又は全部の補助金が活用できない事象が発生した場合であっても、受注者は増額

を請求できないものとする。 

 

６ 車両のリース 

６－１ リース料に含むもの 

  リース料金に含まれる項目は、別紙第３のとおりとする。 

 

６－２ リース料に含まないもの 

  リース料金に含まない項目は、別紙第４のとおりとする。 

 

６－３ 総括責任者、指定整備工場及び保守責任者の指定 

  受注者は、契約締結後速やかに、契約の適正な履行を行う総括責任者を指定し、様

式第３号により発注者へ届出なければならない。 

  また、リース車両の所属先ごとに、車両の点検整備及び修理を行う整備工場（以下

「指定整備工場」という。）及び保守責任者を選定し、監督員の承諾を得たうえで様

式第４号により発注者へ提出しなければならない。この届出は、指定整備工場及び保

守責任者を第三者とする場合における契約書第８条第４項の通知を兼ねるものとす

る。 

  なお、総括責任者、指定整備工場及び保守責任者を変更する場合も同様とする。 

  指定整備工場は、原則、メーカーまたはディーラーの直営店とする。ただし、本仕

様書「８ 保守等の実施内容」を満たせない場合は、この限りではない。 

  また、指定整備工場は、可能な限り、８－２に定める法定点検において、所属先か

ら当該リース車両の引取り及び点検整備実施後の所属先への納車（以下「引取り等」

という。）が可能な工場を選定すること。ただし、引取り等に要する業務は、本業務

の対象外とする。 

 

７ 代金の支払 

７－１ リース料 



  受注者は、当月のリース料について、様式第５号を添付した請求書を作成し、発注

者に提出するものとする。 

  なお、提出期限は、原則翌月１０日とし、その日が発注者の休業日（土、日及び祝

日をいう。）の場合は、翌営業日とする。 

  発注者は、請求書を受理した日の翌日から起算して３０日以内に受注者へ支払うも

のとする。 

 

７－２ 支払方法 

  リース料の支払方法は、受注者が指定する金融機関の口座への振込による。また、

発注者が受注者の指定する金融機関の口座へのリース料の振込手続きを完了したと

きをもって、リース料の支払が完了したものとする。なお、受注者が指定する金融機

関の口座は、日本国内の銀行の本支店とし、銀行振込にかかる手数料等は発注者の負

担とする。 

 

８ 保守等の実施内容 

８－１ 遵守事項及び諸基準 

  受注者は、リース車両の整備及び修理を行うため、本仕様書に定めるほか、車両整

備等に関する法律その他関係法令を遵守することとする。 

 

８－２ 点検整備 

（１）点検整備の種類 

   点検整備とは、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第４８条に規定する

定期点検整備、同法第６２条に規定する継続検査（以下「法定点検」という。）及

び発注者が指定する点検並びにこれらの点検に必要な整備をいう。 

（２）発注者が指定する点検の内容及び頻度 

   発注者が指定する点検の実施内容は、３ヶ月ごと実施する予備点検（以下「予備

点検」という。）とする。 

   ただし、法定点検と予備点検の実施時期が重複する場合は、法定点検を優先し、

予備点検は省略することとする。 

   なお、予備点検内容は別紙第５のとおりとする。 

（３）点検整備の実施場所 

   法定点検においては、指定整備工場で実施することを基本とし、引取り等に要す

る業務は、本業務の対象外とする。 

   予備点検においては、指定整備工場が所属先で実施することを基本とするが、所

属先に十分な作業場所がない場合、点検機器等の関係で指定整備工場での点検整備

が必要な場合など、所属先での実施が困難な場合は、あらかじめ指定者及び保守責

任者協議のうえ、指定整備工場で実施することができることとする。 

（４）点検整備の実施計画書の通知 



   総括責任者は、所属先ごとに、当該年度内に実施する法定点検及び予備点検を実

施予定月別に記載した実施計画書（以下「年度計画書」という。）を作成し、当該

年度開始前に発注者へ通知することとする。 

   また、前述の年度計画書を通知した後、１１－１による所属先の変更が生じた場

合には、総括責任者は、速やかに変更年度計画書を作成のうえ、発注者へ通知する

こととする。 

   ただし、９－１によるインターネットで閲覧可能なシステムにおいて、当該年度

開始前または変更後速やかに年度計画書の内容を提供可能な場合は、発注者への通

知は不要とする。 

   また、保守責任者は、年度計画書通知後における法定点検及び予備点検の実施に

ついては、十分な時間的余裕を持って指定者と協議のうえ日程を決定し実施するこ

ととするが、日程決定後、実施予定日に点検整備を実施することにより発注者の業

務に支障をきたすことが判明した場合には、指定者の申し入れにより、指定者及び

保守責任者協議のうえ、実施日を変更することとする。 

（５）点検整備に要する期間 

   点検整備に要する期間は、原則として次表のとおりとする。 

   ただし、指定者が別途指示する期間がある場合には、その期間とする。 

点検整備内容 作業期間 

継 続 検 査 ３日以内 

定期点検整備 ２日以内 

予 備 点 検 １日以内 

   なお、継続検査は、当該リース車両の自動車検査証有効期間満了日までに完了す

るものとし、当該期日までに完了できない事情が発生した場合は、保守責任者は、

遅滞なくその旨を指定者に連絡し承諾を得なければならない。この場合において、

８－９（１）に該当し、指定者が代車を要求した場合は、受注者は、その完了まで

の期間、代車を提供しなければならない。 

 

８－３ 修理 

（１）修理の内容 

   修理とは、点検整備により発見された故障及び不具合、並びに通常の使用によっ

て発生した故障及び不具合について、機能及び性能を回復させるための整備、部品

交換等をいい、運転中の事故等発注者の責に起因する故障を除いたものをいう。 

（２）修理の実施場所 

   修理は、指定整備工場において実施することを基本とし、引取り等に要する業務

は、本業務の対象外とする。ただし、パンク修理、タイヤ交換、バッテリー交換及

びオイル交換等の軽整備（以下「軽整備」という。）の場合に指定整備工場が所属

先で実施可能な場合は、所属先で実施することができる。 

   なお、所属先で修理を実施する場合、又は点検整備実施日以外で修理を実施する



場合は、保守責任者は、指定者へその旨連絡し了解を得ることとする。 

（３）修理の実施及び期間 

   保守責任者は、点検整備により修理の必要箇所を発見した場合、又は指定者から

修理の指示があった場合は、速やかに当該修理を実施するものとし、軽整備につい

ては、原則として２４時間以内に整備を完了するものとする。ただし、やむを得な

い場合は、指定者及び保守責任者協議のうえ実施するものとする。 

（４）点検整備及び修理に伴う部品（油脂を含む。）等の交換、補充 

   点検整備及び修理に伴う部品等の交換、補充は、リース車両の製造メーカー推奨

基準に基づき実施するものとし、交換、補充する部品等は、純正部品又はこれと同

等以上のものを使用するものとする。 

 

８－４ タイヤの交換 

  リース車両に装着するタイヤは、冬季はスタッドレスタイヤ、その他はラジアルタ

イヤとし、当該リース車両の純正品（再生タイヤを除く）又はこれと同等以上の規格

とする。 

  指定者は、ラジアルタイヤからスタッドレスタイヤ及びスタッドレスタイヤからラ

ジアルタイヤへの交換を実施する場合は、作業希望日の１ヶ月前までに保守責任者

に連絡するものとする。なお、それらのタイヤが新品タイヤへの交換によらない場合

は、原則としてホイールとタイヤの脱着は行わずホイールごとの交換とする。 

  また、タイヤ交換は、指定整備工場で実施することを基本とし、引取り等に要する

業務は、本業務の対象外とする。ただし、所属先で実施可能な場合は、この限りでは

ない。 

 

８－５ タイヤの更新時期 

  受注者は、使用中のラジアルタイヤについてはスリップサインが出る前、使用中の

スタッドレスタイヤについてはプラットホームが出る前に、新品タイヤに交換しな

ければならない。 

  また、交換済みのスタッドレスタイヤをラジアルタイヤとして使用してはならない。 

  なお、前記以外にタイヤにヒビ等何らかの異常を発見した場合は、指定者及び保守

責任者協議のうえ新品タイヤに交換する。 

  交換するタイヤは、純正品（再生タイヤを除く）又はそれと同等以上の規格とする。 

 

８－６ タイヤの保管 

  リース車両に装着していないラジアルタイヤ又はスタッドレスタイヤ（ホイールを

含む）は、受注者が保管する。 

  なお、１１－１により所属先が変更されたリース車両に装着していないタイヤの運

搬に費用が発生する場合は、発注者がその費用を負担するものとし、受注者は、運搬

終了後、移動後の所属先の指定者に請求書を提出するものとする。 



  指定者は、請求書を受理した日の翌日から起算して３０日以内に受注者へ支払うも

のとし、支払方法については、７－２と同様とする。 

 

８－７ 故障時、緊急時の対応 

  総括責任者は、故障及び緊急のトラブルについて２４時間対応可能な窓口を開設す

ることとし、窓口の連絡先を様式第４号により発注者へ提出し、発注者の承諾を得な

ければならない。 

  なお、緊急時等、発注者の社員の依頼に基づくリース車両の路上故障時の修理に対

しても、速やかに対応しなければならない。 

 

８－８ リース料に含まない項目の実施 

  指定者は、別紙第４に記載する「リース料に含まないもの」について、受注者に対

し様式第６号を通知することにより、保守等を履行させることができることとし、受

注者は、自ら又は指定整備工場をして、その指示に従って業務を遂行しなければなら

ない。 

  なお、「リース料に含まないもの」の費用は全て発注者の負担とし、受注者は、保

守等終了後、指定者に請求書を提出するものとする。 

  指定者は、請求書を受理した日の翌日から起算して３０日以内に、請求書に記載さ

れた受注者又は指定整備工場の銀行口座へ支払うものとし、支払方法については、７

－２と同様とする。 

 

８－９ 代車の提供 

（１）代車の提供 

   総括責任者は、リース車両の保守等のため当該リース車両を３日以上使用できな

い場合は、３日目から保守等が完了するまでの間、発注者へ代車の提供を行うこと

とする。ただし、発注者が代車を必要としない場合は、この限りでない。 

   また、代車の提供にあっては、当該リース車両に関わらず、代車のエンジン種別

は問わないものとする。 

   ただし、別紙第４に記載する「リース料に含まないもの」の修理等及び発注者の

責による修理等の場合は、適用しない。 

（２）燃料代 

   受注者は、発注者へ代車の提供を行おうとする場合は、受注者の負担により燃料

を満タンの状態で提供することとし、発注者が受注者へ代車の返却を行おうとする

場合は、発注者の負担により燃料を満タンの状態で返却することとする。 

（３）事故処理 

   指定者は、代車の使用中、代車に事故が発生した場合は、総括責任者に速やかに

報告するとともに、発注者及び受注者又は総括責任者は相互に協力して事故処理を

行うこととする。 



 

８－１０ 保守等に伴う事故等 

  指定整備工場が実施する保守等に起因し、指定整備工場の責に帰すべき事由により、

リース車両の滅失、毀損その他事故等が発生した場合は、その事故等につき発注者は

一切の責任を負わない。 

  また、これにより発注者又は第三者に損害を生じさせたときは、受注者は、発注者

又は当該第三者に対し、その損害について賠償の責を負うものとする。 

  なお、受注者、総括責任者又は保守責任者は、リース車両の保守等の作業中に発生

したリース車両の滅失、毀損その他事故等について、速やかに指定者へ報告するとと

もに、受注者の責任と負担において処理するものとする。 

 

９ 車両保守等の情報提供 

９－１ 提供方法 

  受注者は、発注者に対し、リース車両ごとの保守等の情報について、インターネッ

トで閲覧可能なシステムを無償で提供することとする。 

  また、当該システムで閲覧可能な情報は、発注者等並びに発注者の社員がインター

ネットからダウンロードが可能なものとすることとし、そのデータ形式は、マイクロ

ソフトエクセル又はマイクロソフトエクセルに変換可能な形式とする。 

  なお、インターネット閲覧によるシステムを提供するにあたっては、情報漏洩防止

のためのセキュリティ対策を講じること。 

 

９－２ 提供内容 

  ９－１に基づき受注者が発注者に提供する情報は、次の項目とする。 

・車両番号、車台番号、車種名（車名）、型式、初度登録年月日、燃料の種別 

・所属先 

・月額リース料 

・リース期間（開始日、終了日、期間） 

・指定整備工場（店名、保守責任者名、電話番号） 

・点検整備・修理等の履歴、タイヤ交換履歴 

・上記作業日時点の走行距離 

 

１０ リース車両の現状変更 

  指定者は、契約書第９条に基づきリース車両の現状変更を行う場合は、あらかじめ

受注者に様式第７号を提出するものとし、受注者は書面により回答するものとする。 

 

１１ リース車両の移動 

１１－１ 会社内の所属先の変更 

  契約書第９条第三号の規定は、本契約においては「所属先の変更」を指すものとす



る。 

  指定者は、リース車両の所属先について、会社内でのリース車両の移動は様式第８

号により受注者に通知することをもって変更できることとする。受注者は、通知を受

理後、速やかにこれに応じるものとする。 

 

１１－２ 移動費用 

  前項の変更に伴う当該リース車両の移送及び車両登録変更等の手続きは受注者が

行うこととし、その費用については、すべて発注者の負担とする。 

 

１２ 賃貸借期間終了後の取扱い 

  受注者は、賃貸借期間終了後、速やかに当該リース車両を回収しなければならない。 

  なお、回収にかかる費用については、すべて受注者の負担とする。 

 

１３ 環境関連事項 

  受注者は、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総

量の削減等に関する特別措置法（平成 4 年法律第 70 号）に定める自動車使用管理計

画・実績報告書その他関係法令に定める環境対策に関する実績データを、各県指定の

報告様式にあわせ作成し、発注者へ提出することとする。 

 

１４ 守秘義務 

１４－１ 目的 

  業務を遂行するため知り得た秘密情報及び個人情報の取扱いについて、以下のとお

り定めるものとする。 

 

１４－２ 定義 

  秘密保持に関する用語の定義は、次の各項目に定めるところによる。 

  ① 「秘密情報」とは、発注者並びに受注者が所有する資料・データ・報告書等で、

発注者又は受注者により秘密である旨の表示がなされたものをいう。 

  ② 「個人情報」とは、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）第

２条第１項に規定する個人情報をいう。 

  ③ 「秘密情報」及び「個人情報」は、文書・画面・電磁的記録等の保存媒体の如

何を問わない。 

 

１４－３ 目的外の使用の禁止 

  受注者は、業務のために発注者から提供された秘密情報及び個人情報を業務の目的

以外に使用してはならない。なお、業務が完了し、又は解除された後においても同様

とする。 

 



１４－４ 適切な管理 

  受注者は、業務の遂行にあたり知り得た秘密情報及び個人情報について、善良な管

理者の注意をもって、漏洩、滅失又は毀損の防止その他の適切な管理に必要な措置を

講じなければならない。また、契約書に基づき第三者に業務を委託する場合、当該者

に対しても本仕様書と同様の秘密保持義務を課すとともに、当該者による秘密情報

の取扱いについて、受注者は一切の責任を負うこととする。 

 

１４－５ 従事者への周知 

  受注者は、業務に従事している者（以下「従事者」という。）に対し、在職中及び

退職後において、当該業務に関して知り得た秘密情報及び個人情報を他人に開示、又

は不当な目的に使用してはならないことを周知しなければならない。 

  受注者は、業務を遂行するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう、

従事者に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

 

１４－６ 利用者の制限 

  受注者は、業務の遂行のために発注者から開示又は提供された秘密情報及び個人情

報について、業務の遂行に必要と認められる従事者以外に開示又は提供してはなら

ない。 

 

１４－７ 持出しの禁止 

  受注者は、発注者から開示又は提供されたことにより受注者が管理することとなっ

た秘密情報及び個人情報を、物的移動（複製物を作成し、複製物を移動させる場合も

含む）、磁気的・電子的・ネットワーク的移動等の方法を問わず、無断で持出しては

ならない。 

 

１４－８ 複写又は複製の禁止 

  受注者は、業務を遂行するために発注者から引き渡された秘密情報及び個人情報が

記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、あらかじめ当該情報

を受注者へ引き渡した発注者の承諾を受けたときは、この限りでない。 

 

１４－９ 守秘義務 

  受注者は、業務の遂行上知り得た秘密情報及び個人情報を他に開示・漏洩してはな

らない。 

  ただし、下記の項目に該当するものは、この限りではない。 

① この契約への違反によらずに公知であるか、又は入手後公知となった情報 

  ② 発注者より受領する以前から受注者が知っていた情報 

  ③ 当該業務と無関係に、受注者が知っていた情報 

  ④ 当該情報を開示又は提供した発注者の書面による同意を事前に得て開示され



た情報 

  ⑤ 法的手続き、あるいは公認会計士による監査等により受注者が開示を求められ

る情報 

 

１４－１０ 履行期間終了後の取扱い 

  受注者は、業務の履行期間終了後、速やかに、秘密情報及び個人情報が記載又は記

録された文書、図画、電磁的記録等の媒体（複写物及び複製物を含む。）を返還し、

返還が不可能又は困難な場合には、当該情報を開示又は提供した発注者の指示に従

って、当該媒体を再生不可能な状態に消去又は廃棄し、その結果を別に定める様式に

て当該指示をした発注者に報告しなければならない。 

  秘密保持に係る規定は、法令の定めにあるものを除き、履行期間終了後もなお有効

とする。 

 

１４－１１ 取扱い状況の報告及び調査 

  発注者は、必要があると認めるときは、業務を遂行するために取り扱う秘密情報及

び個人情報の取扱い状況を受注者に報告させ、又は事前に受注者と調査日時や範囲

等を協議のうえ、実地に調査することができる。 

 

１４－１２ 指示 

  発注者は、受注者が業務を遂行するために取り扱っている秘密情報及び個人情報に

ついて、その取扱いが不適正と認められるときは、受注者に対して必要な指示を行う

ものとし、受注者はその指示に従わなければならない。 

 

１４－１３ 事故時報告 

  受注者は、秘密情報及び個人情報の不正使用、漏洩、滅失又は毀損その他の事故が

生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに当該情報を開示又は提

供した発注者に報告し、当該発注者の指示に従うものとする。 

 

１４－１４ 損害のために生じた経費の負担 

  秘密情報及び個人情報の不適切な取扱いにより発生した損害（第三者に及ぼした損

害を含む。）のために生じた経費は、受注者が負担するものとする。 

  ただし、その損害が発注者の責めに帰する事由による場合においては、その損害の

ために生じた経費は、発注者が負担するものとする。 

 

１５ リース車両の滅失又は毀損等による中途解約の取扱い 

１５－１ 中途解約における費用負担 

  発注者は、自己の責に帰すべき事由によるリース車両の滅失又は毀損等より当該リ

ース車両を使用できなくなった場合には、様式第９号により速やかに受注者に通知



することとし、リース期間終了前であっても当該リース車両にかかる賃貸借を終了

することができるものとする。 

  なお、その場合、通知をした発注者は、当該リース車両にかかる未経過リース料全

額にリース期間終了時残価（当該リース車両を廃車する場合の処分費用は含まない）

を足したものから、受注者における未発生費用を控除した額を受注者に支払うこと

とする。 

  また、受注者が当該リース車両を廃車する場合の処分費用は、その滅失又は毀損が

発注者の責に起因する場合は、発注者の負担とする。その他の場合は、受注者の負担

とする。 

 

１５－２ リース料の精算 

  上項により賃貸借を終了した場合、リース料に１ヶ月に満たない日がある場合は、

当該リース料を日割計算により精算する。 

 

１５－３ 補助金を活用した場合の補助金の返納 

  受注者は、仕様書５－５に定める補助金を活用してリース車両を調達し、発注者が、

仕様書１５－１の事由により賃貸借を終了する旨の申し出を行った場合は、補助金

支給制度に定められた範囲内で、発注者に補助金の返納を請求することができる。こ

の場合、発注者と受注者で返納方法について協議するものとする。 

 

１６ 合意管轄 

  本仕様書に関する法的紛争については、契約書の定めに従うものとする。 

 

１７ その他 

  その他、本仕様書に記載のない事項、又は本仕様書の解釈に疑義を生じた事項等に

ついては、契約締結後、発注者及び受注者で協議のうえ対処するものとする。 



別紙第1

№ 会社名 所属先 郵便番号 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号
発注者の指定する者

（指定者）
納車希望日 リース期間

寒冷地仕様の有無
（冬用ワイパー含む）

スタッドレスタイヤ・
ホイールの有無

車種・ボディカラー
① 備考

1 東日本高速道路 株式会社 東北支社　福島管理事務所 9600231 福島県福島市飯坂町平野字前原１１ 024-542-0111 024-542-2459 福島管理事務所長 R7.1.17　まで 48 ヶ月 有 有
トヨタ MIRAI　G
ダークブルーマイカ〈8S6〉

2 東日本高速道路 株式会社 東北支社　いわき管理事務所 9701145 福島県いわき市好間町北好間丸田１７－１ 0246-36-0123 0246-36-0127 いわき管理事務所長 R7.1.17　まで 48 ヶ月 有 有
トヨタ MIRAI　G
ダークブルーマイカ〈8S6〉

　■所属先等情報

所属先及びリース車両情報一覧表

　■希望する車両情報



別紙第２

付属品等

車種名

エンジン種別

駆動方式

乗車定員

ドア数

使用燃料

納車台数

納車場所

寒冷地仕様
（冬用ワイパー含む）

スタッドレスタイヤ
・ホイール

ボディカラー

月間平均走行距離

ハンドル位置

変速機

リアワイパー

エアバック

パワースライドドア

フロアマット

ドアバイザー
（サイドバイザー）

オーディオ

時計

ＥＴＣ車載器

カーナビゲーション

バックモニター

ドライブレコーダー

スペアタイヤ
（応急用タイヤ）

緊急ツール

有　　・ＥＴＣ２．０車載器とする
　　　 ・カーナビゲーションと連動可能な機器とする
　　　 ・音声案内機能付きでメーカー又はディーラー取扱品のうちビルトインタイプとし、ビルトインタイプがない場合は分離型とする
　　　 ・設置位置は極力運転席側に設置すること
　　　※セットアップ作業を含む

1,000ｋｍ　（見込数値）

右ハンドル

オートマチック若しくはCVT

有　（サイド・カーテンエアバッグがオプションにて装着可能な場合は装備すること）

無

有　（メーカー又はディーラー取扱品とする）

有　（オプションにて対応可能な場合は装備すること。ただし、他の装備とセットでのオプションの場合も他の装備とあわせて装備すること）

オプションにて対応可能な場合、かつ、車内に保管スペースが確保可能な場合は有 （１本）
また、シートの床下格納用スペースにスペアタイヤ（応急用タイヤ）を収納する場合は、オプションにてデッキボードまたはラゲージトレイの装着が可能な場合は装
備すること

カッター・ハンマー・三角停止板・発煙筒・パトランプ （黄色・外付け磁石式）

有　　・ＥＴＣ２．０対応の機器とする
　　　 ・ＥＴＣ車載器と連動可能な機器とする
　　　※セットアップ作業を含む
　　　※初度登録から３年目の車検満了時までに地図の更新を行うこと。なお、左記を満たせば地図更新の間隔は問わないものとするが、当社の車両利用時の運
転の妨げにならないようにすること。

有

有　　・前方/後方撮影タイプとする
　　　 ・記録媒体はmicroSDカードとし、フォーマットフリーとする
　　　 ・イベント記録は前方/後方ともに各15秒以上可能であること
　　　 ・メーカー保証が3年以上付帯していること

新車リース車両性能諸元表（共通事項）

有　（メーカー又はディーラー取扱品とする）

有　（最低限ＡＭ・ＦＭラジオを装備すること）

有

別紙第１のとおり

仕　　様

別紙第１のとおり

別紙第１のとおり　（スチールホイールの場合はホイールキャップを装着すること）

別紙第１のとおり

2台

圧縮水素

5ドア

5名

後輪駆動方式

燃料電池車

MIRAI G



別紙第３

項目 内容

車両代
リース期間中におけるリース車両の賃貸料
（金利、事務手数料を含む）

登録諸費用 新車リース車両における新車登録時の諸費用

税金
自動車損害賠償責任保険料

環境性能割、自動車税、自動車重量税、登録諸掛費用、自動車損害賠償責任保険料

継続車検整備費用 道路運送車両法第６２条に定める継続検査にかかる費用

法定点検整備費用 道路運送車両法第４８条に定める定期点検整備にかかる費用

予備点検整備費用 ３ヶ月ごとに行う仕様書別紙第５に定める点検整備にかかる費用

付属品の修理
新車リース納車時に装着している付属品のうち、カーナビゲーション及びＥＴＣ車載器（セットアップ除く）の
修理・交換費用（ただし、発注者の責に起因する故障修理等を除く）

故障修理
点検整備における不具合箇所の修理にかかる費用（バッテリーを含む）
（ただし、発注者の責に起因する故障修理等及び安全上または運行上問題の無いものについては除く）

消耗品交換
リース車両における全ての消耗品
（ただし、発注者の責に起因する故障修理等及び添加剤を除く）

水素タンク容器の点検費用等
燃料装置用容器の交換・修理
高圧ガス保安法上の容器検査費用

タイヤ交換 ラジアルタイヤ、スタッドレスタイヤ及びスタッドレス用ホイール（必要数を交換）

タイヤ・ホイール保管 リース車両に装着していないタイヤ・ホイールの保管にかかる費用

代車提供
点検整備に３日以上要する場合で３日目から作業完了までの代車
（ただし、発注者の責に起因する故障修理等を除く）

故障・緊急時対応窓口 レッカー車手配、代車手配、修理手配を行う２４時間、３６５日対応の窓口開設

保守等情報管理 仕様書９－１、９－２のとおり

自動車環境管理報告書作成 仕様書１３に定める各自治体の条例等で定める報告書作成経費

自動車リサイクル料 使用済自動車の再資源化等に関する法律に定める自動車リサイクル料

リース料に含まれるもの



別紙第４

項目 内容

自動車保険 任意保険（ただし、代車に付保する保険はリース料に含む）

車両保険 任意保険

日常点検 道路運送車両法第４７条の２に定める日常点検整備

修理費又は復元費用
・経年変化等による自動車本体、架装品及び付属品の腐食、劣化、退色等の修理又は復元費用
・事故その他当社の責に起因する故障修理等

付属品
・タイヤチェーン
・その他発注者が独自に積み込んだ物品等

所属先変更費 リース車両の所属先を変更する場合の移送及び登録変更に係る経費

その他
・リコール発生時の当該リース車両の引取及び代車提供
・その他発注者の責において生じた費用又は外部要因に起因する不具合

リース料に含まないもの



別紙第５

点検内容

か じ 取 り 装 置 パ ワ ー ・ ス テ ア リ ン グ 装 置 ベルトの緩み及び損傷

ブ レ ー キ ・ ペ ダ ル 遊び及び踏み込んだときの床板とすき間

リ ザ ー ブ タ ン ク 液量

ブ レ ー キ ・ レ バ ー 引きしろ（踏みしろ）の余裕

1.タイヤの空気圧

2.タイヤの亀裂及び損傷

3.タイヤの溝の深さ及び異常な摩耗

電 気 装 置 バ ッ テ リ ー 液量

本 体 かかり具合及び異音

潤 滑 装 置 オイルの汚れ及び異音

1.水量

2.ファン・ベルトの緩み及び損傷

作用

作用及び液量

クーラーベルトの緩み及び損傷

当該箇所に異常がないこと運 行 に お い て 異 常 が 認 め ら れ た 箇 所

予 備 点 検 内 容

点検項目

制 動 装 置

走 行 装 置 タ イ ヤ ・ ホ イ ー ル

原 動 機

冷 却 装 置

灯 火 装 置 及 び 方 向 指 示 器 作用及び損傷

窓 拭 器

洗 浄 液 噴 射 装 置

そ の 他 点 検 項 目



様式第１号

令和　　　年　　　月　　　日

（発注者）

会社名

代表者 殿

（受注者）

会社名

代表者

以　上

令和　　　年　　　月　　　日

（受注者）

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

（発注者）

会社名

代表者

以　上

　令和　　年　　月　　日付けで承諾願のあった新車リース車両については、承諾します。

新車リース車両承諾願

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

新車リースに車両ついては、別紙のとおりとしたいので承諾願います。

新車リース車両承諾書

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約



様式第１号（別紙）

No 会社名 所属先 メーカー名 車種名・グレード ボディカラー
寒冷地仕様の有無
（冬用ワイパー含

む）

スタッドレスタイヤ・
ホイールの有無

月額リース料
（円・税抜き）

納車日 リース期間 備考

1 東日本高速道路 株式会社 東北支社　福島管理事務所

2 東日本高速道路 株式会社 東北支社　いわき管理事務所



様式第２号

令和　　　年　　　月　　　日

（指定者）

会社名

役職・氏名 殿

（受注者）

会社名

代表者

以　上

令和　　　年　　　月　　　日

（受注者）

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

（指定者）

会社名

役職・氏名

以　上

　　令和　　年　　月　　日検査の結果、契約内容に適合し、令和　　年　　月　　日を

　もって引渡しを完了したことを確認します。

納品書

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

　納品を別紙のとおり完了したので、届け出ます。

物件引渡完了通知書

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約



様式第２号（別紙）

No 会社名 所属先 車両番号 車台番号 メーカー名 車種名・グレード ボディカラー
寒冷地仕様

（冬用ワイパー含む）
有・無

スタッドレスタイヤ
ホイール

有・無

変速機
ＡＴ・ＣＶＴ

エアバック
有・無

リアワイパー
有・無

フロアマット
有・無

ドアバイ
ザー

（サイドバイ
ザー）

オー
ディオ
有・無

時計
有・無

ＥＴＣ車載器
有・無

カーナビゲー
ション
有・無

バックモニター
有・無

スペアタイヤ
（応急用タイ

ヤ）
有・無

緊急ツール
月額リース

料
（円・税抜き）

納車日 リース期間

1 東日本高速道路 株式会社 東北支社　福島管理事務所

2 東日本高速道路 株式会社 東北支社　いわき管理事務所



様式第３号

令和　　　年　　　月　　　日

（発注者）

会社名

代表者 殿

（受注者）

住　所

会社名

代表者

1 所 属

2 役 職

3 氏 名

4 連絡先

以　上

総　括　責　任　者　届

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

標記について、仕様書６－３に基づき、下記のとおり届出します。

記



様式第４号

令和　　　年　　　月　　　日

（発注者）

会社名

代表者 殿

（受注者）

住　所

会社名

代表者 印

以　上

指定整備工場・保守責任者・緊急窓口連絡先届（変更）

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

標記について、仕様書６－３及び８－７に基づき、別紙のとおり届出します。



様式第４号（別紙）

№ 会社名 所属先 所属先所在地 指定整備工場名 住所 電話番号 保守責任者　役職名・氏名 緊急窓口名 緊急窓口連絡先

【記載例】

1 東日本高速道路 株式会社 東北支社　福島管理事務所 福島県福島市飯坂町平野字前原１１ ○○トヨタ自動車株式会社 ○○店 ○○県・・・・・・・・ 00-0000-0000 ○○　○○ ○○お客様センター 00-0000-0000

2 東日本高速道路 株式会社 東北支社　いわき管理事務所 福島県いわき市好間町北好間丸田１７－１

指定整備工場・保守責任者・緊急窓口連絡先



様式第５号

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

リース料 消費税 合計

1 【記載例】

2 ○○管理事務所 ○○３００あ１１１１ ○○○○ 0

3 ○○管理事務所 ○○３００あ２２２２ ○○○○ 0

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

0 0 0

※標準様式は本様式とするが、必須項目の記載があれば受注者所定の様式も差し支えない。

合　　　　　計

リース料請求明細（令和　　年　　月分）

№ 所属先 車両番号 車種名
請求金額

リース期間 備考



様式第６号

令和　　　年　　　月　　　日

（受注者）

会社名

代表者 殿

（指定者）

会社名

役職・氏名

以　上

保守等依頼書

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

標記について、仕様書８－８に基づき、下記のとおり保守等を依頼します。

記

保守等の内容



様式第７号

令和　　　年　　　月　　　日

（受注者）

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

（指定者）

会社名

役職・氏名

　　標記について、契約書第９条及び仕様書１０に基づき、下記のとおりリース車両の現状変更

　を行いたいので承諾願います。

１　現状変更を行う車両情報

２　現状変更内容

３　その他

以　　上

リース車両の現状変更承諾願

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

記

所属先 車両番号 車種名



様式第８号

令和　　　年　　　月　　　日

（受注者）

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

（指定者）

会社名

役職・氏名

標記について、仕様書１１－１に基づき下記のとおり変更します。

１　車両の所属先の変更

― ―

― ― ― ―

２　移動する車両の情報

３　変更年月日

令和　　　　年　　　　月　　　　日

以　　上

項目 変更前 変更後

所属先の変更について

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

記

所在地

車両の所属先 ■■支社　■■管理事務所 ●●支社　●●工事事務所

指定者 ■■管理事務所長 ●●工事事務所長

郵便番号

電話番号

車両番号 車台番号 車種名



様式第９号

令和　　　年　　　月　　　日

（受注者）

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

（発注者）

会社名

代表者

１　解約する車両の情報

２　解約理由

（例：車両の毀損により使用できなくなったため）

３　解約年月日

令和　　　　年　　　　月　　　　日

以　　上

リース車両の中途解約依頼について

（件名）東北支社　燃料電池自動車メンテナンスリース契約

標記について、仕様書１５－１に基づき、下記のとおりリース車両の中途解約を依頼します。

記

所属先 車両番号 車種名


